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1 財政見通しの趣旨 

令和７年度は、「いいだ未来デザイン2028」後期計画４年間の初年度に当たり、計画の総仕上げに向

けて礎を築く年となります。後期４年間のスタートに合わせ、ここに令和７年度から令和16年度まで

の10年間の一般会計歳入歳出を推計した財政見通しを示します。 

飯田市の財政状況は、令和５年度決算において、歳入歳出総額が過去最大となった令和２年度から減

少したものの過去４番目の規模となり、普通交付税、臨時財政対策債の減額や災害復旧事業の増額等に

より財政調整基金を２億円取り崩し対応したところです。 

地域経済は、持ち直しの動きが続くと見込まれる一方で、世界情勢の影響による物価の高騰、人件費

の上昇、金利の上昇など地方の財政運営にとって厳しい環境が続くことが予想されます。更に、飯田市

の今後10年間には、リニア関連事業、新文化会館建設事業、（仮称）南信運転免許センター関連事業な

ど多くの大規模事業が控えており、リニア中央新幹線の開業時期の延期を受け、令和10年度中に予定す

る一部供用開始に向けた整備を進めつつ、限られた財源を効果的に活用し、将来にわたり安定的で健全

な行財政運営に努めていく必要があります。 

この財政見通しは、令和５年度決算、令和６年度決算見込、令和７年度予算を踏まえ、物価高騰や人

件費上昇の影響を見込み、普通建設事業の事業費を見直すなど現時点で見込める条件をもとに改めて推

計したもので、一定の期間内で事業を進めた場合の「基金」と「地方債」の残高やバランスがどう推移

するかなど今後の財政運営のイメージを測る「ものさし」として示すものです。 

 この財政見通しに示す各種普通建設事業は、実施時期や事業費を約束するものでありません。事業実

施の可否やスケジュール等は、予算編成の中で適切に判断するとともに、制度改正、各種計画の見直し

等に応じて変更させていく必要がありますので、毎年の予算発表を踏まえて変更していきます。 

２ 会計 

  一般会計 

３ 期間 

  令和７年度から令和16年度までの10年間 

４ 前提条件 

令和５年度決算、令和６年度決算見込、令和７年度当初予算を基礎に、現行制度及び現時点で判明し

ている制度改正等を踏まえて推計します。 

５ 財政運営目標 

（１）目標設定の年度（時点） 

「いいだ未来デザイン2028」の最終年度（令和10年度）末とします。 

（２）財政運営目標 

① 財政調整目的基金（財政調整基金、減債基金、公共施設等整備基金）の残高を27億円程度（標準財

政規模の10％）確保します。 

② 一般会計地方債（臨時財政対策債を除く）を300億円以内に抑制します。 

上記の２つの目標を達成するために、次の財政の健全化を示す財政健全化判断比率の指標について

も留意していきます。 

 ・実質公債費比率を15％未満に抑制する。 

 ・将来負担比率を100％未満に抑制する。 

６ 令和16年度までの財政見通し 

  【別紙】 
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７ 主な歳入・歳出の推計方法等 

（１）歳入 

区 分 推計方法等 

①市税 ・個人市民税の上昇率を毎年1.0％と見込む。 

【参考】内閣府「中長期の経済財政に関する試算」 

  過去投影ケース（地方の普通会計の姿） 税収上昇率 約1.0％ 

・個人市民税への定額減税の影響は令和７年度までと想定 

・固定資産税は３年ごとの評価替えの年に減少することを想定 

②譲与税・交付金 ・令和６年度決算見込みを基礎に算出 

・定額減税への補填は、令和６年度に４億円と想定 

③地方交付税等 ・令和６年度決算見込みと同額程度の歳入一般財源が措置されることを想定

し、市税を補完する形で見込む。 

・臨時財政対策債は、発行額を０と見込む。 

④国県・諸収入等 ・令和７年度まで物価高騰対応等に係る国県補助金を見込む。 

・諸収入等は、他会計負担金や財産売払収入等を見込む。 

⑤繰越金 ・実質単年度収支をわかりやすくするため、令和７年度から計算に含めない。 

 

（２）歳出 

区 分 推計方法等 

①人件費 ・正規・会計年度任用職員の想定職員数に基づき推計。正規職員数は、800人

程度を目安に段階的に増加すると見込む。 

・定年延長制度により定年の段階的な引上げを実施し、退職手当は定年退職者

分のみを見込む。 

②物件費 ・近年の実績を基に、光熱水費、燃料費、委託料等は高止まりする想定 

・ＤＸや省人化を推進し、内部事務システムや自治体システムの標準化による

削減効果を考慮し、上昇率を0.5％程度と見込む。 

【参考】内閣府：「中長期の経済財政に関する試算」 

  過去投影ケース 消費者物価上昇率 約0.9％ 

④扶助費 ・社会福祉費・老人福祉費は、高齢化の進行により上昇を見込む。 

・児童福祉費は、少子化の進行により減少傾向と見込む。 

・扶助費全体では、近年の実績を基礎に上昇率を1.5％程度と見込む。 

⑤補助費等 ・水道・下水道事業は経営戦略、市立病院は改革プランの数値を見込む。 

・令和７年度まで、調整給付金や物価高騰対応に係る補助金等を見込む。 

⑦公債費 ・令和７年度から、これまでの償還方法を見直し、償還期間15年、据置き２

年、利率1.2％で見込む。 

⑩繰出金 ・特別会計（国民健康保険、後期高齢者医療・介護保険の各特別会計等）の今

後の被保険者数等の見通しを踏まえ、令和６年決算見込を基に見込む。 

⑪普通建設事業費 ・適正な工期の確保や工事の施工時期の平準化を反映するとともに、建設価格

の上昇を5％～15％と見込み事業費を算出。 

・期間内で見込む主な大規模事業は、８のとおり想定 
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８ 期間内で見込む主な大規模事業の想定 

リニア駅周辺整備事業 
R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 

     ※ ※ ※ ※ ※ 

第１期（H30～R9） 概算事業費 約74 億円 （R7～R9 の概算事業費 約42 億円） 

第２期（リニア開業前の５年間（※R12～R16 に仮置き）） 概算事業費 約75 億円 

 広場、駐車場、道路、木造大屋根、広場管理棟、屋外トイレ、高架下施設ほか 

リニア駅周辺関連道路整備事業 
R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 

          

 （R７～R16） 概算事業費 約15 億円  

駅周辺関連道路整備（リニア駅前線、上郷489 号線ほか、座光寺283 号線）ほか 

新文化会館建設事業 
R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 

 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 

（※Ｒ８～Ｒ16に仮置き） 概算事業費 約90 億円  

基本計画策定に向けて機能を分散し段階的に整備する方法も含めて協議中であり、概算事業費は

建物の建設費のみを見込む。 

産業団地整備事業 
R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 

          

（R７～R15） 概算事業費 約45 億円 

 飯田山本インター産業団地（仮称）の整備 （一般財源は、調査業務等事務費のみ） 

公営住宅整備事業 
R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 

          

（R７～R16） 概算事業費 約23 億円 

 西の原団地、長野原団地や大堤団地の整備ほか 

学校給食施設整備事業 
R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 

          

 （R７～R９） 概算事業費 約17 億円 

  （仮称）西部共同調理場の整備 

恒川遺跡群保存活用事業 
R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 

          

 （R７～R15） 概算事業費 約9 億円 

  ガイダンス施設展示物製作、復元建物整備ほか 

（仮称）南信運転免許センター 

関連事業 

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 

          

 （R７～R10） 概算事業費 約5 億円 

 アクセス道路整備、用地買収、物件補償ほか 

上記以外に次の事業についても、期間内に実施する想定で事業費を見込んでいます。 

・民間保育所整備事業 ・道路舗装補修 ・橋りょう補修事業 ・小中学校長寿命化事業  

・スポーツ施設改修事業 ・鼎複合施設整備事業 ・子育て、高齢者施設改修事業 
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９ 主な基金の繰入（取崩）に係る基本的な考え方 

基 金 名 基金繰入に係る基本的な考え方 

財政

調整

目的

基金 

財政調整基金 

経済事情の著しい変動、災害、緊急建設、長期の財源育成に充当 

（繰入の想定） 

 ・実質単年度収支の補填 

減債基金 

市債の償還に要する経費に充当 

（繰入の想定） 

・満期一括償還 

・交付税措置のない地方債の元利償還金 

公共施設等整備

基金 

公共施設等の整備に要する経費に充当  

（繰入の想定） 

・大規模な事業費で他の特定財源がない事業等 

ふるさと基金 

寄附金の目的にそった次の事業の運営に要する費用に充当 

（繰入の想定） 

・道の駅遠山郷天然温泉の復活事業 

・リニア関連整備事業 

・名勝天龍峡や遠山郷などの観光戦略事業 

・子育て支援の充実と未来を担うこころ豊かな人づくり 

・自然・歴史・文化保存継承事業 

・人形劇のまちづくり 

・再生可能エネルギーなどを活用した低炭素なくらしと自然環境保全 

リニア中央新幹線飯田

駅整備推進基金 

リニア駅周辺整備事業に要する経費に充当 

（繰入の想定） 

・リニア駅前広場整備 

・駅周辺関連道路の整備 

地域振興基金 

地域の一体感を高め、魅力ある地域づくりに資する地域振興事業に充当 

（繰入の想定） 

・観光振興、移住定住 

・リニア駅周辺整備事業に係るプロジェクト事業 

・飯田のブランド力向上の取組 

 

10 歳入歳出差引額（実質単年度収支）・基金・地方債の見通し 

（１）歳入歳出差引額（実質単年度収支）                     （単位：億円） 

年度 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 

差引額 7.8 △ 5.7 △6.5 △ 9.2 △9.5 △16.8 △ 7.8 △10.8 △ 0.4 △2.5 △2.1 1.5 

歳入は、地方交付税が市税を補完する形で見込み、歳入一般財源全体では、毎年ほぼ同額で推移する

想定で推計しています。 

歳出は、物価高騰や人件費上昇の影響を見込み、大規模事業の事業費を見直すなど現時点で見込める

条件を基に改めて推計したものです。 

推計の結果、歳入歳出差額（実質単年度収支）は、ほぼ毎年度不足額が生じ、基金を取り崩しながら

財政運営を行う状況が続くことが見込まれます。 
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（２）財政調整目的基金残高                           （単位：億円） 

年度 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 

差引額 69.1 63.4 56.9 47.7 38.2 21.3 13.5 2.7 2.3 △0.1 △2.2 △0.7 

この見通しにおいて「財政調整目的基金」は、(１)の実質単年度収支の不足額に充当（繰入）してお

り、実質単年度収支の推移に伴い、基金残高は減少していきます。 

推計の結果、令和10年度末時点の財政運営目標「27億円程度確保」の達成には留意が必要で、このま

ま推移すると、令和14年度には基金残高がマイナスとなる見通しです。 

 

（３）一般会計地方債残高                            （単位：億円） 

年度 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 

差引額 209.9 227.6 259.2 281.0 302.0 303.9 310.3 321.3 319.5 324.1 329.2 330.1 

一般会計の地方債残高は、資材価格の高騰や労務費の上昇による事業費の増加が予想され、期間中は

地方債の借入が償還を上回る状況が続き、地方債残高は増加傾向となります。 

令和10年度末時点の財政運営目標「300億円以内に抑制」の達成には留意が必要です。 

 

11 財政見通しを踏まえて 

この「財政見通し」では、昨今の建設費用や物価の高騰、リニア中央新幹線の開業時期延期の影響等

を反映させ、令和16年度までの10年間の歳入歳出について改めて推計しました。その結果、「財政調整

目的基金残高」、「一般会計地方債残高」ともに令和10年度末の目標達成には留意が必要な状況となり、

更に、財政見通しに見込んでいない突発的な事業への対応等も考慮すると、一層の歳入の確保と歳出の

圧縮が必要といえます。 

飯田市では、令和７年度からの新たな行財政改革大綱と実行計画に基づき、全庁的なＢＰＲの取組な

ど様々な行財政改革の取組を進めていきます。また令和７年度は、「飯田市公共施設等総合管理計画」の

改訂に取り組む年でもあり、建物施設やインフラ施設に係る個別施設計画も順次策定・見直しを進めて

いきます。それぞれの計画策定の中で、改めて各事業の必要性、実施時期（期間）等について検討し、

健全な財政運営が持続できるよう見直しを図ってまいります。 
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